
本資料は、昭和58年11月発行の本誌第90号以来33年の長きに亘り、各地駐車協会会員各社、
各地駐車協会事務局のご協力により調査を実施し、集計結果を纏めたものです。
調査にご協力頂いた全18協会の会員各社、事務局の皆様に誌上をお借りして厚く御礼申し上

げます。

＜全18協会＞

一般社団法人東京駐車協会　　一般社団法人大阪駐車協会　　札幌駐車協会
山形駐車協会　　　　　　　　仙台駐車協会　　　　　　　　福島県駐車協会
新潟駐車協会　　　　　　　　茨城県駐車場協会　　　　　　埼玉駐車協会
千葉市駐車場協会　　　　　　横浜駐車場協会　　　　　　　静岡県駐車協会
名古屋駐車協会　　　　　　　全京都駐車場協会　　　　　　岡山駐車協会
広島駐車協会　　　　　　　　高松市駐車場協同組合　　　　福岡駐車協会

＜今年度の調査資料作成にあたって＞

・本年度の調査より調査時期を1ヶ月前倒し7月1日現在にて行っています。
・�料金調査の他、①「ＥＶ対応（充電器設置等）・自動二輪車対応・バリアフリー対応（身障者
用スペース設置、段差解消等）」について調査を実施しています（前年度より実施）。

・今年度新たに②「上限最大料金対応」について調査を実施しています。
・�③「時間貸し駐車で最初の時間単位における課金後の資料」と④「一般社団法人東京駐車協
会の調査資料」の掲載を割愛しています。尚、③は集計した資料を追って各地駐車協会事務
局へお送りいたします。

・�一般社団法人東京駐車協会の集計には、神田駐車業組合（千代田区）、銀座地区駐車場協議会
（中央区）の所属会員を含んでいます。
� 以上

調査資料

平成28年度会員駐車場調査
一般社団法人全日本駐車協会
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１．調査対象

各地駐車協会18協会（高崎と兵庫を除く）。

２．料金調査の結果

協会毎に回答数の増減に伴う最高料金、最低料金、最多料金の変動等があるものの、全体的
な傾向としては前年度と同様の結果でした。また、詳細な料金調査を行っている一般社団法
人東京駐車協会の調査結果においては前年度と同様の回答が大半を占めている一方、いくつ
かの駐車場では、定期駐車料金の値下げや時間貸し駐車料金の僅かな値上げ等、料金体系の
改定が行われていました。

３．各対応状況の結果

各対応状況では、前年度より次の3つの項目について調査を実施しています。
⑴ＥＶ対応（充電器設置等）

⑵自動二輪車対応

⑶バリアフリー対応（身障者用スペース等設置、段差解消等）

今年度は、前年度の調査経営委員会にて議論された次の項目を追加しています。
⑷上限最大料金対応

（時間による最大料金、時間帯による最大料金等、全ての最大料金設定を含む）

以下、カッコ内の数値は、対応率・対応数／回答数です。

⑴ＥＶ対応（充電器設置等）

・�名古屋（30.0％・9／30）、横浜（20.0％・7／35）、東京（17.4%・31／178）、福岡（15.6％・5
／32）、新潟（10.0％・2／20）の順でした。

・�ＥＶの充電インフラ普及を目指すチャデモ協議会では、今年6月1日に国内の対応充電器の
設置台数が今春までの約1年間で倍増したと公表していますが、東京（＋3）、横浜（＋1）等、
ＥＶ対応を行っている会員が若干増えてきています。

＜名古屋駐車協会＞
・�「会員各社は補助金制度を利用して充電器を設置しているが、実際のところ利用率は低く
週1回位の利用しかないといった状況である」との話がありました。

＜福岡駐車協会＞
・�「地球温暖化対策で各自動車メーカーが電気自動車の生産に力を入れ出した事に対応して
行政の補助金を利用して充電器を車1台分設置したが、電気自動車が思うようには普及せ
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ず、現在は月に数台の利用状況である。地球温暖化への対応は間違いなく迫られると思う
が、それが電気自動車なのか、燃料電池車なのか、或いは脱車社会へと進むのか、よく観
察する必要がある」との話がありました。

・�ＥＶとＰＨＶ、ＨＶ等が我国全体の自動車に占める割合（保有率）は、平成26年度時点で、
ＥＶとＰＨＶの合計が約0.1％、ＨＶが約6.1％となっています。
＊�（一社）次世代自動車振興センターの「自動車保有台数」（平成26年度末）、国土交通省の「平成26年

度末の自動車保有台数（二輪車除く）」の資料による。

・�一方、平成27年の新車販売実績をみると、ＥＶ等の次世代自動車は26.5％を占めており、
内訳はＥＶとＰＨＶの合計が0.61％、ＨＶが22.2％となっています。国土交通省では、
2030年目標として次世代自動車の新車販売の割合を50～70％と定めていますが、現状にお
いてＥＶとＰＨＶの普及は低調です。

⑵自動二輪車対応

・�名古屋（36.7％・11／30）、札幌（26.3％・5／19）、東京（25.8％・46／178）、新潟（25.0％・5
／20）、仙台（23.1％・6／26）の順でした。

・名古屋（＋1）、東京（＋2）で対応数が増えています。

＜名古屋駐車協会＞
・�「自動二輪車の違法駐車対策について、市と警察から協力要請があるので、対応している
駐車場が比較的多い」との話がありました。

次世代自動車の新車販売実績と目標

出典：経済産業省

2015年（実績） 2030年目標

従来車 73.5％ 30～50％

次世代自動車 26.5％ 50～70％

ハイブリッド自動車（HV） 22.2％ 30～40％

電気自動車（EV）
プラグインハイブリッド自動車（PHV）

0.27％
0.34％ 20～30％

燃料電池自動車（FCV） 0.01％ ～3％

クリーンディーゼル自動車（CDV） 3.6％ 5～10％
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⑶バリアフリー対応（身障者用スペース等設置、段差解消等）

・�名古屋（53.3％・16／30）、高松（50.0％・5／10）、茨城（48.8％・20／41）、福岡（46.9％・15
／32）、東京（46.1％・82／178）の順でした。

・�回答数と対応数の関係等から対応率が大きく変動している協会がありますが、高松（＋4）、
茨城（＋9）、東京（＋1）、横浜（＋1）等で対応数が増えています。

⑷上限最大料金対応

・�仙台（84.6％・22／26）、山形（80.0％・12／15）、新潟（65.0％・13／20）、茨城（63.4％・26
／41）、岡山（58.3％・7／12）の順でした。

・14協会（未回答の協会除く）の内、7協会で対応率が過半を超えていました。

・�協会の会員属性により、定期駐車が多く時間貸しが比較的少ない京都（25.0％・4／16）や
高松（10.0％・1／10）等の例はありますが、全体的な傾向としては、郊外の施設との競合
が厳しいといわれる都市において対応率が高い傾向がみられます。一方、横浜（37.1％・
13／35）のように中心市街地での駐車場の需給関係がタイトであると思われる都市では、
東京（45.5%・81／178）より低い対応率もみられました。

� 以上
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